
令和8年度
⾧崎市下水道施設へのウォーターPPP導入支援業務
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アンケート調査は令和8年度導入支援業務の段階のため、参考資料等
で示す情報はすべて現時点（令和8年7月）の「想定」である点にご留
意ください。今後の検討により変更となる場合があります。
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１．民間市場調査（マーケットサウンディング）
の目的
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1-1. 民間市場調査(マーケットサウンディング)の目的

⾧崎市は、令和６年度に国土交通省より下水道分野におけるウォーターPPPのモデル都市の
一つに選定され、下水道施設の効率的で持続可能な施設の管理・運営を目指し、民間のノウ
ハウを活用して施設の維持管理や更新を一体的にマネジメントしていく「水の官民連携（ウォー
ターPPP）」（以下、「ウォーターPPP」とする）の導入に向けて検討を始めました。

令和７年度に、ウォーターPPPの事業効果及び民間事業者の参入意欲等を把握するため、
導入可能性調査（以下、「R７導入可能性調査」とする）を実施し、マーケットサウンディングや
事業効果を検証した結果、事業手法は管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）の更
新実施型、対象施設は西部下水処理場及び一体管理しているポンプ場・マンホールポンプ
（管路は対象外）を、検討対象として進めることに決定しました。

そこで、R７導入可能性調査に引き続き、日本下水道事業団と技術的援助協定を締結し、
事業実施に向けた事業者選定手続きを行うため、令和8年度に「下水道施設へのウォーター
PPP導入支援業務」を実施しています。

つきましては、本業務における実施方針（案）、要求水準書（案）の作成に向け、導入ス
キームの詳細な検討及び民間事業者の参入にあたっての要望等を把握・分析することを目的
に、民間市場調査（マーケットサウンディング）として、アンケート調査を実施します。

この参考資料は現時点の想定であり、マーケットサウンディングの結果等により変更となることが
あります。ご了承ください。



長崎市

出典：令和7年度第1回 水分野のPPP/PFI（官民連携）推進会議（R7.6.27）資料１ P16
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/stf_seisakunitsuite_bunya_topics_bukyoku_kenkou_suido_shingi_kanmin.html

1-2. R6国土交通省モデル都市の事前検討
令和6年度に国土交通省のモデル都市に選定され、国の支援における事前検討として、導入す

る事業の可能性を広げるため、対象エリア、対象範囲、業務範囲など細かく絞らず、対象範囲を
大きく設定した上で、地元企業を含めた民間企業へプレマーケットサウンディングを行った。
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1-3. R7ウォーターPPP導入可能性調査
令和7年度に日本下水道事業団と協定を締結し、ウォーターPPPの導入可能性調査におい

て下から２番目の民間市場調査（マーケットサウンディング）を実施しました。

6
出典：長崎市令和7年2月市議会 建設水道委員会 第27号議案 令和7年度長崎市下水道事業会計予算 P64～65
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/39937.pdf



1-4. R8ウォーターPPP導入支援業務
令和8年度も日本下水道事業団と協定を締結し、ウォーターPPPの導入支援業務を実施して

おり、今回下記赤枠に示す業務の一環として、今回民間市場調査（マーケットサウンディング）を
実施します。

7
出典：長崎市令和8年2月市議会 建設水道委員会 第26号議案 令和8年度長崎市下水道事業会計予算 P96
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/56776.pdf



民間市場調査（マーケットサウンディング）の目的・方法等は、次のとおりです。

1-5. 民間市場調査（マーケットサウンディング）

8
出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第３.0版【レベル3.5実施編】(パワーポイント版） P35
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994499.pdf



２．⾧崎市の下水道事業概要について
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2-1. ⾧崎市下水道事業の概要
⾧崎市の下水道事業は、昭和36年に中部処理区を供用開始し、64年が経過し、現在10ヵ所の

下水処理場で汚水を処理しています。

⾧崎市の集落排水事業は、平成3年に漁集の樺島処理区を供用開始し、34年が経過し、現在
8ヵ所の汚水処理施設で汚水を処理しています。

集落排水施設は、隣接する下水道へ統合できるところは今後段階的に統合する予定です。

出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025 P15
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/life/51954_458411_misc.pdf
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2-2. ⾧崎市下水道事業の概要
分流式で、 箇所の下水処理場、 ヵ所の汚水ポンプ場、 箇所の雨水ポンプ場、 箇所

のマンホールポンプ、管渠延⾧は約 ㎞の下水道施設を有しています。（公共下水道の
み）

388,261人行政人口

昭和36年
64年経過供用開始

分流式処理方式

94.6％普及率

97.3％水洗化率

10処理場処理場

18箇所ポンプ場

175箇所ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ

1,854km管渠延⾧

5,591ha整備面積

（令和6年度末）

出典：令和6年度 長崎市上下水道事業概要 P119,123,133,148,150
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/50296.pdf



2-3. ⾧崎市上下水道局の職員数の推移

12

行財政改革プランに基づく民間委託の拡大による業務の効率化により、採用を抑制することで
組織のスリム化や職員数の削減を進めてきましたが、年齢構成の歪み、技術の継承、老朽化施
設の更新、頻発する自然災害等の多様化するリスクへの対応等、様々な課題を抱えています。

出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025 P69
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/life/51954_458411_misc.pdf



2-4. 各処理区及び施設一覧
⾧崎市の下水道施設は以下の通りです。
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東部
下水処理場

大平
浄化セン
ター

琴海
南部
浄化セン
ター

神浦
浄化セン
ター

三重
下水処理場

高島
浄化セン
ター

脇岬
浄化セン
ター

伊王島
浄化セン
ター

南部
下水処理場

西部
下水処理場処理場名

東部大平琴海南部神浦三重、黒
崎光西浜脇岬伊王島南部、香

焼、三和
西部、中
部処理区

田中町
279番地

46 

琴海大平
町1250
番地

琴海村松
町 760番
地3

神浦向町
293番地

2 

京泊２丁
目8番50
号

高島町
2707番
地34 

脇岬町
3803-6

伊王島町
２丁目
1178番
地5

戸町５丁
目 985番
地

神ノ島町
１丁目

367番地
11

所在地

平成元年平成22年平成17年平成14年昭和59年平成12年平成21年平成15年昭和59年平成4年供用開始

36年15年20年23年41年25年16年22年41年33年経過年数

37,0002,5009,3006,15037,4003,0003,1003,50043,20092,100
敷地面積

(㎡)

標準活性
汚泥法OD法⾧時間ｴｱ

ﾚｰｼｮﾝ法OD法標準活性
汚泥法OD法OD法OD法標準活性

汚泥法
標準活性
汚泥法処理方法

網場湾形上湾村松川神浦川西彼海域高島港外橘湾塩町排水
路⾧崎湾⾧崎湾放流先

18,7007002,40060011,00020090060031,40083,700水処理能力
（m3/日）

10,3092121,7101916,2604519926525,47573,103
R6日平均流
入量(m3)

248.311.045.913.7146.41.912.29.9428.8934.6汚水管渠延
⾧(km)

192215201954251MP(箇所)
出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025 P17-18より作成
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/life/51954_458411_misc.pdf



2-5. ⾧崎市下水道管渠の年度別布設延⾧
令和 年度末の管渠延⾧は約 ㎞で、管渠の標準耐用年数の 年を経過した管が

約 ％あり、今後老朽化施設が増大します。（公共下水道のみ）

14
出典：令和6年度 長崎市上下水道事業概要 令和6年度版 P123を編集
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/50296.pdf
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出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025 P67
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/life/51954_458411_misc.pdf

2-6. 水洗化人口と有収水量の予測
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令和５年度の水洗化人口は361,645人、有収水量は約3,576万ｍ3となっており、将来の
水洗化人口は減少する見込みです。有収水量も、給水人口の減少に伴い減少が見込まれます。

ウォーターPPPの想定期間
R10～R19年度

設問１５－１



出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025 P68（70/189）
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/life/51954_458411_misc.pdf

2-7. 下水道使用料の予測
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令和５年度における下水道利用料収入は、約73億9千万円です。有収水量の減少見込み
に伴い、下水道使用料収入も減少する見込みです。

ウォーターPPPの想定期間
R10～R19年度

設問１５－１



3．水の官民連携（ウォーターPPP）について

設問３－３



3-1. なぜ「水の官民連携」(ウォーターPPP)が必要なのか?

18
出典：令和７年度第６回 水分野のPPP/PFI推進会議 下水道分野のPPP/PFI（官民連携）P5
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/0601_material1.pdf

⾧崎市も①職員数の減少（ ）、②施設老朽化の増大（ ～ ）、③使用料収入減少
（ ）の課題を踏まえ、解決策のひとつとして、「水の官民連携」（ウォーター ）の導入を検討
します。



3-2. 水の官民連携（ウォーターPPP）とは?
「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」（令和５年改定版）により、新たな官民連携方式として

「ウォーターPPP」が位置付けられました。ウォーターPPP導入が、令和9年度以降の汚水管改築の
交付金の要件化になっています。

19
出典：令和７年度第３回ウォーターPPP分科会 下水道分野のウォーターPPP（レベル3.5）について P1
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/03_02_material02.pdf



3-3. PPP/PFI推進アクションプラン (R5.6月改定)

20
出典：PPP/PFI推進アクションプラン（令和5年改定版）内閣府HP P5
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/actionplan_r5_1.pdf

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」（令和５年改定版）により、新たな官民連携方式として
「ウォーターPPP」が位置付けられました。

下水道ウォーターPPP



3-4. 水の官民連携（ウォーターPPP）の概要
水の官民連携（ウォーターPPP）は、公共施設等運営事業（コンセッション、レベル4）及び管

理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）の総称であり、その概要は次のとおりです。

21
出典：ウォーターPPPの概要（内閣府HP）P1
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/water_gaiyou.pdf



3-5. 水の官民連携（ウォーターPPP）の4要件
新設された管理・更新一体マネジメント方式（レベル３．５）の４つの要件は次のとおりです。

22
出典：ウォーターPPPの概要（内閣府HP）P2
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/water_gaiyou.pdf



3-6. 更新実施型と更新支援型のスキーム
新設された管理・更新一体マネジメント方式（レベル３．５）の４つの要件のひとつである

③「管理と更新一体マネジメント」の内容（更新実施型と更新支援型）は次のとおりです。

23
出典：ウォーターPPPの概要（内閣府HP）P3
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/water_gaiyou.pdf



3-7. ウォーターPPPの導入効果
ウォーターPPPの導入効果は、定量・定性の両面で効果が期待されます。

24
出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第３.0版【レベル3.5実施編】(パワーポイント版)P100
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994499.pdf

設問14－１



4．下水道の維持管理・ストックマネジメントと
水の官民連携（ウォーターPPP）導入に
向けた取組み



4-1. 下水道維持管理の現状
平成22年度から下水処理場の運転・維持管理は、包括的民間委託のレベル2.5を開始し、令

和8年2月の第5期包括委託からレベル3に移行しました。

 10ヵ所ある処理場は、4期目から地区ごとに4つの包括的民間委託（三重他、西部、東部、南
部他）を契約し、効率化を図っています。

管渠の維持管理は、包括的民間委託を導入しておらず、単年度の仕様発注で行っています。

集落排水処理施設の維持管理は、包括的民間委託を導入しておらず、単年度の仕様発注で
行っています。

水処理能力処理方式西部下水処理場
83,700ｍ3/日標準活性汚泥法西部下水処理場

水処理能力処理方式南部下水処理場他
31,400ｍ3/日標準活性汚泥法南部下水処理場

600ｍ3/日OD法伊王島浄化センター
900ｍ3/日OD法脇岬浄化センター
200ｍ3/日OD法高島浄化センター

水処理能力処理方式三重下水処理場他
11,000ｍ3/日標準活性汚泥法三重下水処理場

600ｍ3/日OD法神浦浄化センター
2,400ｍ3/日⾧時間エアレーション法琴海南部浄化センター

700ｍ3/日OD法大平浄化センター

26

水処理能力処理方式東部下水処理場
18,700ｍ3/日標準活性汚泥法東部下水処理場



27

平成22年度から下水処理場の運転・維持管理は、包括的民間委託のレベル2.5を開始し、令
和8年2月の第5期包括委託からレベル3に移行しました。令和11年2月から水の官民連携（ウォー
ターPPP）のレベル3.5の導入を想定しています。

4-2. 下水処理場の包括委託とウォーターPPP

出典：長崎市令和8年2月市議会 建設水道委員会 第26号議案 令和8年度長崎市下水道事業会計予算 P90
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/56776.pdf



4-3. 下水道ストックマネジメント事業
令和6年度から令和10年度の5年間の第２期下水道ストックマネジメント計画の更新事業費は

約112億円で、予防保全で計画的な点検・調査及び修繕・更新工事に取り組んでいます。

28
出典：長崎市令和8年2月市議会 建設水道委員会 第26号議案 令和8年度長崎市下水道事業会計予算 P33
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/56776.pdf



4-4. 下水道ストックマネジメント計画（処理場）
令和6年度から令和10年度の5年間の想定事業費は、約144億円を予定しています。

次の表は、そのうち４エリアの下水処理場・ポンプ場の包括的民間委託別の更新事業費です。

西部下水処理場は、市内の下水処理場で最も多い53億円の更新工事が予定されています。

29

単位:百万円

出典：長崎市 下水道ストックマネジメント計画（第2期）令和7年1月改定 P6～10を基に作成
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/44508.pdf

総計
合計ポンプ場下水処理場

浄化センター
包括別

機械電気土木
建築機械電気土木

建築機械電気土木
建築

5,3093284,91566-1,009333283,90633西部

1,090357608125-179-357429125南部他

1,060357590113-179-357411113南部

23-1112----1112伊王島

7-7-----7-高島

3,0991,0961,95647-115-1,0961,84147三重他

2,9861,0961,84347-115-1,0961,72847三重

4-4-----4-神浦

109-109-----109-琴海南部

3,7981,8921,84165-46-1,8921,79565東部

13,2963,6739,320303-1,349333,6737,971270合計



4-5. し尿等を西部下水処理場に投入

30

老朽化した２箇所のし尿処理施設を機能停止して、西部下水処理場にし尿等受入施設を令
和 年度から令和 年度で建設し、令和 年度からの稼働を予定しています。

出典：長崎市令和8年2月市議会 建設水道委員会 第26号議案 令和8年度長崎市下水道事業会計予算 P74
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/56776.pdf



4-6. し尿等を西部下水処理場に投入

31
出典：長崎市令和8年2月市議会 建設水道委員会 第26号議案 令和8年度長崎市下水道事業会計予算 P75
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/56776.pdf

老朽化した２箇所のし尿処理施設を機能停止して、西部下水処理場にし尿等受入施設を令
和 年度から令和 年度で建設し、令和 年度からの稼働を予定しています。



4-7. し尿等を西部下水処理場に投入

32

老朽化した２箇所のし尿処理施設を機能停止して、西部下水処理場にし尿等受入施設を令
和 年度から令和 年度で建設し、令和 年度からの稼働を予定しています。

出典：長崎市令和8年2月市議会 建設水道委員会 第26号議案 令和8年度長崎市下水道事業会計予算 P76
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/56776.pdf



5．上下水道事業マスタープラン2025
（令和7年3月策定）



5-1. ⾧崎市上下水道事業マスタープラン2025

34
出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025 P86
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/39946.pdf

⾧崎市上下水道マスタープラン2025に記載しているウォーターPPPの導入検討は次のとおりです。



5-2. ⾧崎市上下水道事業マスタープラン2025

35
出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025 概要版 P20
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/life/51954_458399_misc.pdf

⾧崎市上下水道マスタープラン2025では、下水道会計は令和13年度から赤字になる見込みです。



5-3. ⾧崎市上下水道事業マスタープラン2025

36
出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025 P124
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/life/51954_458411_misc.pdf

令和7年度から令和16年度の10年間のストックマネジメント計画に基づく更新事業費は363億
円を見込んであり、更新事業費が増加する予定です。



5-4. ⾧崎市上下水道事業マスタープラン2025

37
出典：長崎市上下水道事業マスタープラン2025 P130
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/39946.pdf

下水道事業の収支計画では、令和13年度から赤字が発生する見込みであるため、この解消に
向けて、より効率的な事業運営を目的としてウォーターPPPの推進を検討します。



6．現時点の水の官民連携（ウォーターPPP）
導入の考え方（想定）



6-1. ⾧崎市の課題とウォーターPPP導入の期待効果

⾧崎市の
下水道事業

が抱える
主な課題

• 下水道施設の老朽化に伴い、計画的な更新が必要。
• 今後の流入水量の減少を見据え、処理水量に応じた規模の適正

化や処理方法の見直しを進める必要。
• 省エネルギー、創エネルギーを視野に入れた設備の更新等を行って

いく必要。
• 今後、多くの職員の退職が見込まれる中で、将来にわたって持続

可能な組織基盤の維持が必要。

水の官民連携
（ウォーターPPP）

導入による
期待効果

• 維持管理・更新計画の策定･更新工事を一体的に行うことで一
体事業による効率化や事業費の低減。

• 性能発注による維持管理・運転管理や下水道施設の更新工事
の高度化・効率化。

• 民間事業者の創意工夫・ノウハウを生かした維持管理費の低減や
施設の適正化・DX・脱炭素の推進や新技術導入を推進。

• 職員の体制補完、及び技術継承の取組を推進。

下水道事業が抱える主な課題と、水の官民連携（ウォーターPPP）導入により期待する効果は
次のとおりです。

39



6-2. 対象施設・業務範囲設定の考え方
導入検討に際し、対象施設・業務範囲の考え方のポイントは次のとおりです。

40
出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版【レベル3.5基礎編】(パワーポイント版) P10
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994498.pdf



41

令和6年度の国土交通省モデル都市の事前検討の結果概要について、令和7年6月市議会
建設水道委員会で報告しました。

6-3. R6国土交通省モデル都市の事前検討結果概要

出典：長崎市令和7年6月市議会 建設水道委員会 所管事項調査 P32
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/45788.pdf



対象エリア

6-4. R6事前検討結果を踏まえた想定スキーム(案)
令和6年度の国土交通省モデル都市の事前検討の結果、ウォーターPPPの対象範囲は、平成
22年度からレベル2.5の性能発注の包括的民間委託を導入し、現在4期目の下水処理場を基本
とし、事業規模が大きい西部処理区もしくは南部処理区他を対象とする結果となりました。
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１ 令和 年度の事前検討結果より施設と管路の一体事業の実施は困難である結果となった
２ 西部処理区には中部処理区の管路を含む

南部処理区他西部処理区

三重他

西部 東部

南部他

:下水処理場 :処理区境
:WPPP対象範囲

更新実施型/支援型 更新実施型/支援型

三重他

西部 東部

南部他

事業手法

維
持
管
理

修
繕

計
画
案
作
成

更
新
工
事

施設 管路※1対象施設 施設 管路※1

維
持
管
理

修
繕

計
画
案
作
成

更
新
工
事

維
持
管
理

修
繕

計
画
案
作
成

更
新
工
事

維
持
管
理

修
繕

計
画
案
作
成

更
新
工
事

対象業務

バンドリング ー 集落排水

SM計画(R6~10)
事業費（百万円） 5,309 1,147※２ 1,090 461

:下水処理場 :処理区境
:WPPP対象範囲



6-5. R7導入可能性調査を踏まえた事業スキーム(案)

43

令和7年度に導入可能性調査を実施し、民間市場調査（マーケットサウンディング）や事業効
果を検証した結果、西部下水処理場の更新実施型を検討対象として進めることに決定しました。

公共下水道事業対象事業

管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）更新実施型事業手法

西部下水処理場及び一体管理しているポンプ場、マンホールポンプ
（管路は対象外）

対象施設

10年間（令和11年2月～令和21年1月）
処理場の第5期包括委託の期間を踏まえ、令和11年2月から事業開始予定

事業期間

南部下水処理場西部下水処理場

南部下水処理場他３浄化センター西部下水処理場のみ現包括委託の範囲

31,400ｍ3/日83,700ｍ3/日対象施設処理能力

約81億円約104億円総更新事業費（概算）※

約0.3%約0.4%コスト縮減（概算）※

約1.7人約2.5人職員の負担軽減※
※総更新事業費、コスト縮減効果や職員の負担軽減は、現ガイドライン等による概算である

出典：長崎市令和8年2月市議会 建設水道委員会 第26号議案 令和8年度長崎市下水道事業会計予算 P95を編集
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/56776.pdf

【参考】西部下水処理場と南部下水処理場の効果の比較



6-6. 想定の業務範囲

44

第5期西部下水処理場包括委託の業務に、ウォーターPPPはマンホールポンプ緊急対応、水質
検査等、更新計画案作成、更新工事等を加えることを想定しています。

WPPP業務範囲（想定）既往包括委託
備考導入方針業務範囲

〇〇運転管理
〇〇保守点検
〇〇補修・修繕
〇〇水質・汚泥試験
〇〇清掃
〇〇臭気測定・対策
〇〇夜間遠隔監視・連絡
〇〇ユーティリティー調達
〇〇除草・樹木管理

※運搬・処分業者との契
約は市が行う想定〇〇廃棄物（脱水ケーキ等

（沈砂含む）及びし渣）
※マンホールポンプを含む〇〇災害等緊急時対応

〇〇消防設備点検
〇×水質検査等
〇×更新計画案作成
〇×工事監理
〇×詳細設計
〇×更新工事

設問４－２



6-7. 西部下水処理場の概要

45
出典：長崎市上下水道局HP 西部下水処理場パンフレット P1
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/45066.pdf

ウォーターPPPの対象施設として想定している西部下水処理場のパンフレットは次のとおりです。



6-8. 西部下水処理場の概要
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出典：長崎市上下水道局HP 西部下水処理場パンフレット P2
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/45066.pdf

ウォーターPPPの対象施設として想定している西部下水処理場のパンフレットは次のとおりです。



47

ポンプ排水面積
(ha)

敷地面積
(a)

運転開始
年 月

位 置ポンプ場名
台数(台)

能力(m3/
分)

口径(mm)

2(1)2.55150
60.415.00S44. 8

横尾1丁目
14番4号

西 部 滑 石
2(1)2.40250

1(1)3.68200
157.506.30H17. 4

小江町
2179番1

西 部 小 江
1(1)3.74200

注） 1.台数の（）は、外書きで予備台数
2.ポンプの上段は事業計画、下段は現有

汚水中継ポンプ場

出典：令和6年度版 長崎市上下水道事業概要 P135を基に作成
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/50296.pdf

ウォーターPPPの対象施設として想定している西部下水処理場の包括的民間委託には、2箇所
の汚水中継ポンプ場、 3箇所の雨水排水ポンプ場、 2箇所の流量調整池、51箇所のマンホール
ポンプを含んでいます。

6-9. 西部下水処理場関連施設の概要



6-10. 西部下水処理場関連施設の概要

48

雨水排水ポンプ場
雨水
放流
先

ポンプ排水面積
(ha)

敷地面積
(a)

運転開始
年 月

位 置ポンプ場名 台数(台)能力(ｍ3/
分)

口径(mm) 現有計画

⾧崎
湾

021271000
13.915.3H4. 6

新地町
6番55号

中 部 新 地
2226500

浦上
川

11346.21650

44.964.0H10. 4
茂里町

14番1号
中部茂里町

第２
222311350

22115.21000

浦上
川

11275.4140016.62.08S34.４
茂里町
3番9号

中部茂里町
第１

ウォーターPPPの対象施設として想定している西部下水処理場の包括的民間委託には、2箇所
の汚水中継ポンプ場、 3箇所の雨水排水ポンプ場、 2箇所の流量調整池、51箇所のマンホール
ポンプを含んでいます。

出典：令和6年度版 長崎市上下水道事業概要 P136を基に作成
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/50296.pdf



6-11. 西部下水処理場関連施設の概要
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流量調整池

摘要能力
敷地面積

(a)
運転開始
年 月

位 置処理施設名

北部下水処理場廃止後
（H15.11.30）再利用

揚水ポンプ2台
滞留時間約4.3時間

51H15.11
西彼杵郡⾧与町高

田郷77番地2
西 部 道 ノ 尾 流 量

調 整 池

⾧崎市クリーンセンター廃止
後（H28.3.31）再利用

揚水ポンプ2台58R5.4
茂里町

2番34号
中部茂里町流量調

整池

ウォーターPPPの対象施設として想定している西部下水処理場の包括的民間委託には、2箇所
の汚水中継ポンプ場、 3箇所の雨水排水ポンプ場、 2箇所の流量調整池、51箇所のマンホール
ポンプを含んでいます。

出典：令和6年度版 長崎市上下水道事業概要 P136を基に作成
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/50296.pdf



6-12. PFI事業の事業者選定フロー

50

PFI事業の事業者選定フローは次の通りです。更新実施型の場合、PFI事業契約が原則とされ
ています。PFI事業契約の場合、実施方針の策定、特定事業の選定を行います。

出典：下水道分野における「水の官民連携」（ウォーターPPP）ガイドライン第3.0版【基礎編】(パワーポイント版) P22
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994499.pdf



6-13.実施方針の策定

51

PFI事業の検討により、PFI法第７条に基づき特定事業の選定を行おうとする場合には、必ず
その前に実施方針の策定・公表を行わなければなりません。

早い段階で実施方針により事業概要を広く公表することで、民間事業者に対する準備期間の
提供に資することとなるため、公表に向けて準備を進めています。

出典：ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドラインP14
https://www8.cao.go.jp/pfi/hourei/guideline/pdf/process_guideline.pdf

PFI法第5条（実施方針）で定められている事項
① 特定事業の選定に関する事項
② 民間事業者の募集及び選定に関する事項
③ 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項
④ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項
⑤ 事業契約等の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項
⑥ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項
⑦ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項



6-14.要求水準書について

52

要求水準書は、受注者が実施する業務範囲、市が求める業務の水準を示したものです。
要求水準書に掲載する内容の一例は次の通りです。

出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第 3.0 版【資料編】（令和8年4月）をもとに作成
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001995093.pdf

下水道施設の要求水準
• 基本事項
• 業務の基本的水準
• 事業期間を通じて発注者が受注者に委託

する業務
• 下水道施設の要求水準
• 運転管理業務の要求水準
• 保守管理業務の要求水準
• 修繕業務の要求水準
• 更新工事の要求水準

要求水準書に記載する事項（例） 要求水準の性能規定に用いる指標（例）



6-15. 参加資格の設定
事業の参加資格の設定にあたっては、事業期間が10年間と⾧期にわたることや、業務内容が多

岐にわたることなどを踏まえ、リスク負担の軽減や知見・ノウハウの相互補完が期待できる、複数企
業で構成されるコンソーシアムの形成を想定しております。

53
出典：下水道分野における「水の官民連携」（ウォーターPPP）ガイドライン第3.0版【実施編】(パワーポイント版) P47
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994499.pdf

設衛門５－４



改築以外 改築

6-16. 参加資格（イメージ）の設定

54

本事業への応札後に、SPCの設立またはJVの組成のいずれかの対応を想定しています。
また、本事業において、市内業者・認定市内業者（以下、「地元企業」とする）はコンソーシア

ムの代表・構成企業や協力企業としての参加を想定しており、下記参加資格条件を想定しており
ます。

⾧崎市上下水道局

SPC（市内本店）

PFI事業契約

代
表
企
業※

構
成
企
業

構
成
企
業

構
成
企
業

構
成
企
業

委託契約 請負契約

コンソーシアム構成企業（SPC）
協力企業（SPC外） 協力企業（SPC外）

委
託
契
約

請
負
契
約

地

※便宜上代表企業を改築以外としていますが、代表企業の条件は、今後の検討により決定いたします。

:地元企業

改築

⾧崎市上下水道局

代
表
企
業※

構
成
企
業

構
成
企
業

構
成
企
業

構
成
企
業

委託契約

協力企業（JV外） 協力企業（JV外）
地

改築以外

コンソーシアム構成企業（JV）
再
委
託

再
委
託

再
委
託

請負契約

①SPC参加体制イメージ ②JV参加体制イメージ

地

地 地

地

地

＜地元企業に関する条件（案）＞
・コンソーシアム構成企業のうち、地元企業を1社以上含めること。
・SPC外もしくはJV外の協力企業は、地元企業を必ず含めること。

設問５－４／６－１



6-17. 地元企業の参画の考え方
地元企業の参画の考え方は次のとおりです。

55
出典：下水道分野における「水の官民連携」（ウォーターPPP）ガイドライン第3.0版【実施編】(パワーポイント版) P71
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994499.pdf

設問６－１



6-18. 第5期包括委託の実施体制

56

第5期包括委託では、総括責任者及び副総括責任者を配置する体制としています。総括責任
者は、従業員の指導監督、大雨等の天災により緊急事態に備えた体制の構築等の業務を行い、
副総括責任者は、総括責任者が不在となる場合に代理で対応できるようにしています。

専任
再委託不可再委託可能

総括責任者※

副総括責任者※

有資格者の配置（第15条 別表１）
（第11条と重複する技術者を除く）

下水道維持管理者※

電気工事士

危険物取扱者（乙種第4類）

酸素欠乏・硫化水素危険作業
主任者

特定化学物質及び
四アルキル鉛等作業主任者

アーク溶接講習修了者

ガス溶接講習修了者

床上操作式クレーン
運転技能講習修了者

化学物質管理者及び
保護具着用管理責任者

防火・防災管理者（甲種）

エネルギー管理員

玉掛技能者

処理場等施設の維持管理業務

赤文字 常駐

修繕等業務（第48条）

建設業の許可

第〇条:西部下水処理場包括的維持管理業務委託
仕様書参照

設問７－１

水質管理責任者※

水質管理責任者の配置（第10条）

電気主任技術者※
電気主任技術者の配置（第11条）

諸業務（第58条）(26)
電気主任技術者

諸業務（第58条）(12)
刈払機取扱作業者
安全教育修了者

諸業務（第58条）
（8)~(11)(13)(16)(25)(28)(29)

酸素欠乏・硫化水素危険作
業主任者

諸業務（第58条）(2)
造園技能士

交通誘導員

刈払機取扱作業者
安全教育修了者

出典：西部下水処理場包括的維持管理業務委託特記仕様書より作成

※総括責任者、副総括責任者は下水道維持管理者、水質管理責任者、
電気主任技術者と兼務可



6-19. ウォーターPPPの実施体制（案）

57

本事業への参加に求める実施体制は、下記を想定しております。現行の包括委託に加え、更新
工事、詳細設計、更新計画案作成、工事監理に関する業務が主な新規追加となっており、これ
に伴い新たな技術者配置を想定しています。なお、本事業では、現場での指揮・監督の役割を担
う「業務主任者（仮称）」の専任・常駐を予定しています。

専任
再委託不可再委託可能

総括責任者
副総括責任者

有資格者の配置（第15条 別表１）
（第11条と重複する技術者を除く）

下水道維持管理者

電気工事士

危険物取扱者（乙種第4類）

酸素欠乏・硫化水素危険作業
主任者

特定化学物質及び
四アルキル鉛等作業主任者

アーク溶接講習修了者

ガス溶接講習修了者

床上操作式クレーン
運転技能講習修了者

化学物質管理者及び
保護具着用管理責任者

防火・防災管理者（甲種）

エネルギー管理員

玉掛技能者

処理場等施設の維持管理業務

下記業務のうち、安全衛生管理業務、
履行業務に係る廃棄物の搬出におけ
る作業確認については再委託不可

業務主任者（仮称）

改築更新※
監理技術者

主任技術者

現場代理人

更新計画案作成※
管理技術者

※改築更新、詳細設計、更新計画案作成業務については、業務ごとに技術
者配置を想定。また、改築更新業務については、建設業法第26条に基づ
いた技術者配置を想定。

統括管理業務

詳細設計※
管理技術者

照査技術者

工事監理

赤文字 常駐

修繕等業務（第48条）

建設業の許可

建設業の許可

新規追加

第〇条:西部下水処理場包括的維持管理業務委託
仕様書参照

水質管理責任者

水質管理責任者の配置（第10条）

電気主任技術者
電気主任技術者の配置（第11条）

諸業務（第58条）(26)
電気主任技術者

諸業務（第58条）(12)
刈払機取扱作業者
安全教育修了者

諸業務（第58条）
（8)~(11)(13)(16)(25)(28)(29)

酸素欠乏・硫化水素危険作
業主任者

諸業務（第58条）(2)
造園技能士

交通誘導員

刈払機取扱作業者
安全教育修了者

設問７－１



6-20. ICT(統合監視システム)の概要

58

下水処理場は、平成22年度から包括的民間委託（レベル2.5）を導入し、
3箇所の下水処理場の夜間監視は、西部下水処理場１箇所で遠方監視しています。

設問８－１



インターネット環境があれば、
３箇所の下水処理場・ポンプ場の運転をどこでも監視が可能

6-21. ICT(統合監視システム)トップ画面

59

ICT（統合監視システム）のトップ画面です。西部下水処理場で、3箇所の下水処理場の運
転を監視することができます。

設問８－１



警報ランクを5段階で表示

6-22. ICT(統合監視システム)警報履歴

60

警報履歴の画面です。警報の発生と復帰の内容を確認できます。

設問８－１



故障
発生

西部下水
処理場の
担当員

重い

軽い

対応故障レベル

夜間のいかなる発生時にもすぐに連
絡最重故障L5

深夜2時～5時の発生は5時に連絡重故障L4

深夜故障発生は6時に連絡中故障L3

夜間の処理は必要なし。8時45分に
連絡軽故障L2

連絡する必要なし軽微故障L1
電話
連絡

南部、三重、東部
の各下水処理場

故障レベルに応じて電話連絡

故障の内容とレ
ベルを確認

南部、三重、東部
の各下水処理場の
維持管理業者へ

6-23. ICT(統合監視システム)夜間の連絡

61

故障の内容とレベルを西部下水処理場で確認し、その故障レベルに応じて南部、三重、東部の
維持管理業者に連絡する体制を想定しています。水の官民連携でも既往包括委託から継続し
て、西部下水処理場で対応する想定です。

設問８－１



6-24. 更新計画案・更新工事の取扱い

62

日常の維持管理の気づきを反映した更新計画案に基づき、更新工事を実施する前提ですが、
主な財源である防災・安全交付金は、市が申請した要望額通りに交付されない可能性がありま
す。

更新計画案
作成

受注者・市
との協議

防災・安全
交付金申請

更新工事
実施

受注者

市・受注者

市

受注者

• 日常の維持管理の気づきを反映して受注者が更新計画
案を作成

• 市と受注者の協議により最終化
• 更新計画案は市の承認を得る

• 受注者が提出した更新計画案に基づき交付申請
※ 更新工事の財源を確保するための申請

• 確保した財源で更新工事を実施
※ 申請通りに交付されず、財源が確保できない場合もある

業務フロー 実施主体 概要（想定）

設問９－１

防災・安全交付金を活用して更新工事を実施する場合の想定業務フロー



6-25. リスク分担に（雨水関連施設）

63

雨水関連施設の維持管理は仕様発注を想定しています。既往の包括委託では、台風接近の
場合で被害が予想される場合は、市が運転操作を指示することができるようにしています。

（緊急事態への対応）
第３５条 受注者は、別表７の緊急事態に対し、その対応について手順及び体制を定めておかなければなら
ない。また、この手順は本仕様書第１２条に規定する業務履行計画書に示さなければならない。
２ 受注者は、処理場等に緊急事態が発生した場合は、直ちに緊急体制に入り適切な処置をとるとともに、
速やかに発注者へ報告しなければならない。
３ 発注者は、緊急事態が別表７右欄の非常事態に該当すると判断した場合、非常事態宣言を発し、一
時的に施設の運転操作を指示することができる。

非常事態（非常事態宣言）緊急事態事 項
台風接近の場合で被害が予想される
場合大雨・洪水警報が発せられた場合

又は､流入量が異常に増加した場
合大雨

及び
異常流入

ゲート前水位が3.8ｍを越えた場合
流入下水量が処理量を超える場合(
一次処理放流が必要な場合)
西部道ノ尾流量調整池・中部茂里
町流量調整池の流入下水量が調整
槽の容量を超える場合

西部道ノ尾流量調整池・中部茂
里町流量調整池の調整槽に流入
下水を送水し始めた場合

出典：西部下水処理場包括的維持管理業務委託 仕様書及び別表７

設問１０－１



6-26. 雨水排除施設の発注方式の考え方

64

雨水排水ポンプ場を対象とする場合は、仕様発注を想定しています。

出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第1.3版 P95
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001869100.pdf

設問１０－１



6-27. モニタリング

65

本事業においては、受託者が契約等に規定された業務を適正かつ確実に履行し、要求水準を
達成しているか否か等を確認するためにモニタリングの実施を予定しています。モニタリングの類型と
しては、受託者による「セルフモニタリング」、管理者（⾧崎市）による「管理者モニタリング」、第
三者による「第三者モニタリング」に分類されます。

出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第３.0版【レベル3.5実施編】(パワーポイント版） P58
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994499.pdf

設問11－１



6-28. 支払い

66

⾧崎市の下水処理場包括委託では、毎月履行確認後支払いを行っています。
一般的に支払い頻度を増やす場合、支払い手続きに関する事務作業が増えるだけでなく、業務
報告書の作成等が発生するため、過度な支払い頻度の設定は避ける必要があります。
これらを踏まえ、本事業においては、先行事例と同様に支払い頻度を四半期程度とすることを

想定しています。

出典：西部下水処理場包括的維持管理業務委託（契約書・仕様書）より作成
長崎市上下水道局工事請負契約書より作成
（https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/61490.pdf）
葉山町下水道ウォーターPPP（管路施設管理・更新一体マネジメント）事業 事業契約書（案）P37～43より作成
（https://www.town.hayama.lg.jp/material/files/group/12/25080702.pdf）

改築
（個別工事）

委託
（維持管理業務を想定）

検査完了後
部分払・完成払い

履行確認後
毎月支払い

⾧崎市
既往委託・工事

検査完了後
部分払い・完成払い

履行確認後
四半期ごとに支払い

先行事例
（葉山町下水道ウォーターPPP
（管路施設管理・更新一体マネ

ジメント）事業 ）

設問12－１



7．今後の水の官民連携（ウォーターPPP）
スケジュールについて（想定）



7-1. ウォーターPPPの想定スケジュール
現在5期目の下水処理場包括的民間委託の期間（令和8年2月～令和11年1月）を踏ま

え、令和11年2月から事業開始予定です。 具体的なスケジュールは今後の検討により変更とな
る場合がありますのでご了承ください。

68

令和11年度以降令和10年度令和９年度令和８年度令和７年度令和６年度

事前検討
（国のモデル
都市）

導入可能性
調査

公募・入札
準備

入札
・
公募

契約
・
引継

事業実施・
モニタリング

◆R8年度 ウォーターPPP導入支援業務時点

出典：長崎市令和8年2月市議会 建設水道委員会 第26号議案 令和8年度長崎市下水道事業会計予算 P96
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/56776.pdf

設問１６－１



8. 参考（ホームページ等）



8-1. ⾧崎市下水道ウォーターPPP関連ホームページ
⾧崎市HPに公表されている下水道分野における水の官民連携（ウォーターPPP）関連資料は、

下記（URLリンク）から取得できますので、必要に応じて確認してください。
• ⾧崎市下水道ウォーターPPP特設サイト

https://www.city.nagasaki.lg.jp/page/59123.html

• ⾧崎市上下水道事業マスタープラン2025

https://www.city.nagasaki.lg.jp/page/51954.html

• 令和6年度版 ⾧崎市上下水道事業概要

https://www.city.nagasaki.lg.jp/shimin/150000/157000/p007106.html

• ⾧崎市下水道ストックマネジメント計画（第2期、令和6～10年度）

https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/44508.pdf

• ⾧崎市公共下水道事業計画（最新）

https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/62277.pdf

・ ⾧崎市水道事業及び下水道事業の経営状況（経営に関する指標）

https://www.city.nagasaki.lg.jp/shimin/150000/157000/p007107.html

• 社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金（令和7年度から令和11年度（5年間））

https://www.city.nagasaki.lg.jp/shimin/150000/157000/p031584.html

• ⾧崎市下水道パンフレット

https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/45215.pdf

・ ⾧崎市下水処理場パンフレット

https://www.city.nagasaki.lg.jp/page/2278.html 70

設問３－２

 下水処理場容量計算書
 既往包括委託の仕様書
 下水処理場耐震診断結果
等も特設サイトで公表済



8-2. 国の水の官民連携(ウォーターPPP)関連ホームページ
下水道分野における水の官民連携（ウォーターPPP）関連資料は、下記（URLリンク）から

取得できますので、必要に応じて確認してください。

• 官民連携（ＰＰＰ／ＰＦＩ）の活用（国土交通省）
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000585.html

• ウォーターPPPの概要（内閣府）
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/water_gaiyou.pdf

• 下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版（国土交通省）
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_001027.html

• 下水道分野におけるウォーターPPP（主に管理・更新一体マネジメント方式）に関するQ&A
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001739997.pdf

• 水分野のPPP／PFI（官民連携）推進会議（官民連携推進会議）
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/mizukokudo_watersupply_tk_000001_00065.
html

• PPP/PFI推進アクションプラン（内閣府）
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/action_index_r7.html

71



8-3. 下水道分野のPPP/PFI実施状況
令和7年4月時点の全国の下水道分野のPPP/PFI（官民連携）実施状況は次のとおりです。

72
出典：令和7年度第6回 水分野のPPP/PFI（官民連携）推進会議 資料１ P1
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/0601_material1.pdf

設問１－１



8-4. 水の官民連携（ウォーターPPP）の実施状況
令和8年1月時点の全国のウォーターPPPの実施状況は次のとおりです。

73
出典：令和7年度第6回 水分野のPPP/PFI（官民連携）推進会議 資料１ P2
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/0601_material1.pdf



出典：国土交通省 令和7年度 全国下水道主管課長会議 管理企画指導室 P78
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001890096.pdf

8-5. 全国の下水処理場の包括的民間委託
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8-6. 導入検討と受託者
レベル3.5の受託者と導入可能性調査（FS）等の受託者との関係は次のとおりです。

75
出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第３.0版【レベル3.5実施編】(パワーポイント版)P51
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994499.pdf



8-7. 効果の適切な評価
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レベル3.5の効果の適切な評価は次のとおりです。

出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第３.0版【レベル3.5実施編】(パワーポイント版)P100
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994499.pdf



8-8. 上下水道事業でのPPA等の導入事例
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上下水道事業でのPPA等の導入事例は次のとおりです。

出典：上下水道事業におけるPPA等事例集（環境省 2025年2月25日)資料に一部追記 P1
https://www.env.go.jp/content/000328202.pdf
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コンセッション事業（レベル4）と連携した太陽光発電の導入事例は次のとおりです。

出典：上下水道事業におけるPPA等事例集（環境省 2025年2月25日)資料に一部追記 P15
https://www.env.go.jp/content/000328202.pdf

8-9. 上下水道事業でのPPA等の導入事例



9. 参考（用語集）
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9-1. 用語集（参考）

• 維持管理と更新の一体マネジメント（レベル3.5）
維持管理と更新を一体的に最適化するための事業方式であり、維持管理と更新を
一体的に実施する「更新実施型」と、更新計画案の策定やコンストラクションマネジメ
ント（CM）により地方公共団体の更新を支援する「更新支援型」の２方式がある。
また、この管理・更新一体マネジメント方式を、ウォーターPPP（レベル3.5）と呼ぶ

• コンセッション（レベル4）
管理者（市）は運営権者（事業者）に運営権を設定。運営権により、運営権者
（事業者）は原則として利用者（市民）から収受する下水道利用料金により事業
を運営する方式

出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第 3.0 版【コンセッション方式】(R8.4) Pvi～ixを基に作成
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994496.pdf

下水道における新たなPPP/PFI事業の促進に向けた検討会
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/mizukokudo_watersupply_tk_000001_00055.html
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9-2. 用語集（参考）

• 性能発注
発注者が求めるサービス水準を明らかにし、事業者が満たすべき水準の詳細を規定し
た発注のこと。PFI事業については、仕様発注方式よりも性能発注方式の方がPFI法
の主旨である「民間の創意工夫の発揮」が実現しやすくなる一方で、仕様発注（方
式）は、発注者が施設の構造、資材、施工方法等について、詳細な仕様を決め、設
計書等によって民間事業者に発注する方式

• ストックマネジメント
⾧期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、優先順位
付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改善を実施し、施設全体を対象とした
施設管理を最適化すること

• 統括・マネジメント業務
適正な事業運営を目的として、維持管理・計画・改築更新等の多岐にわたる業務を
統括的に管理すること。これまで発注者側の役割であったものを、事業者側が実施す
るため、ウォーターPPP業務に含む場合は適切な積算により事業費に反映する

出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第 3.0 版【コンセッション方式】(R8.4) Pvi～ixを基に作成
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994496.pdf

下水道における新たなPPP/PFI事業の促進に向けた検討会
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/mizukokudo_watersupply_tk_000001_00055.html
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9-3. 用語集（参考）

• プロフィットシェア
契約時に見積もった工事費や契約時に見積もった維持管理費が企業努力や新技術
導入等で縮減した場合において、縮減分を官民でシェアする仕組み

• プロポーザル方式
プロポーザル方式においては、事業者選定の段階において業務内容に応じて具体的
な取り組み方法の提示を求めるテーマを示し、評価テーマに関する技術提案と当該業
務の実施方針の提出を求め、技術的に最適な者を特定する方式

• マーケットサウンディング（MS・民間市場調査）
事業に対して、民間事業者の関心度合い（参入意欲）、参入条件等の意向のほ
か、事業スキームや必要な検討事項、開示情報等について検討・把握することを目的
に実施する調査のこと

出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第 3.0 版【コンセッション方式】(R8.4) Pvi～ixを基に作成
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994496.pdf

下水道における新たなPPP/PFI事業の促進に向けた検討会
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/mizukokudo_watersupply_tk_000001_00055.html
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9-4. 用語集（参考）

• 実施方針
特定事業の選定、民間事業者の選定等に関する方針。公共施設等の管理者等は、
PFI事業を行うに当たり、実施方針を定めて、これを公表しなければならない。（PFI
法第5条）

• 要求水準書
PFI事業で、民間事業者に対して求める条件や内容を明記したもの

• 特定事業の選定（PFI法第6条）
特定事業とは、公共施設等の整備等に関する事業で、PFI事業として実施することに
より効率的かつ効果的に実施されるものをいう。
特定事業の選定とは、基本方針及び実施方針に基づき、PFI事業として実施するこ
とが適切であると公共施設等の管理者等が認める事業を選定することをいい、選定さ
れた特定事業を「選定事業」という。

出典：内閣府PFI事業導入の手引き用語集
https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/yougosyuu/yougo_03.html
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9-5. 用語集（参考）

• リスク分担
事業において想定され得るリスクを、公共と民間事業者で分担すること。リスク分担に
ついては、実施方針等において、リスク分担表の形式で示されることが多い。
リスク分担における原則は、「各々のリスクを最も適切にコントロールできるものがリスク
を負担する」ということである。（「可能な限り多くのリスクを民間事業者側に負担させ
る。」ということではないということに注意すべきである）

• 特別目的会社（SPC）
ある特別の事業を行うために設立された事業会社のこと。PFI では、公募提案する共
同企業体（コンソーシアム）が、新会社を設立して、建設・運営・管理にあたることが
多い。なお、会社法上の株式会社であることが多い。

出典：下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第 3.0 版【コンセッション方式】(R8.4) Pvi～ixを基に作成
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994496.pdf


